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公益法人改革の課題

東京大学法学政治学研究科 能見善久

１ 理念

営利法人：営利活動による社会の活性化と豊かさの追及

中間法人：自由で多様な市民活動を通じて社会の活性化

ＮＰＯ法人：自発的な市民活動を通じた社会貢献（小・中規模公益活動）

公益法人： 自発的な市民活動を通じた社会貢献（中・大規模公益活動）

特別法レベル２ 公益法人法制のありうるイメージ 宗教法人 社会福祉法人
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公益法人協同組合
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（ ）民法・商法

（Ｂタイプ）

NPO協同組合 社会福祉 宗教法人

営利法人 非営利法人

（Ｃタイプ）

協同組合 社会福祉NPO

営利法人 非営利法人 公益法人

（中間的法人）

＊ 一般的な「公益法人」制度を設けるか、法制度としては非営利法人制度に解消するか

＊ 法人基本法制（民法・商法のレベル）で何を規定するか

＊ 税の優遇措置と法人制度を直結するか、切り離すか

３ 公益法人類型を残す場合の検討課題

（１）設立段階の問題

（ａ）許可主義から認証主義ないし準則主義へ

＊ 「公益」性の認定基準およびその判断主体をどうするか

（ｂ）税の優遇措置との連結の仕方

（２）運営段階の問題

（ａ）公益活動の実施（公益目的・公益事業遂行義務）

（ｂ）公益法人の組織のあり方（ガバナンス）

＊ 理事の業務執行に対する社員・寄付者・市民の役割

＊ 社員の代表訴訟、寄付者・市民から監事に対する監査請求

（ｃ）情報開示・市民監視
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（３）終了・変更の問題

（ａ）存続期間の柔軟性（ 期間限定型的 「食いつぶし型」の許容）「 」、

（ｂ）残余財産の扱い（法人財産の出損者への返還を認めるか？）

（ｃ）解散・合併・組織変更

（４）その他

（ａ 「公益法人」と｛ 法人」との統合・棲み分け） NPO

＊ 大規模公益法人と小規模公益法人の区別の必要

（ｂ）社団と財団

＊ 財団法人においては、財産の非効率的な蓄積・滞留を防止する必要

（ｃ）再び公益法人制度の理念・役割についての検討

＊ 公益法人の２面性＝＝＞社会貢献（公益）＋ 市民の自発的・自主的活動


